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新
た
な
環
境
行
動
計
画
の
骨
子
案

�

７
つ
の
重
点
で
環
境
政
策
と
整
合

国 交 省

ナ
ム
と
の
、
石
炭
か
ら
ク

リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
へ
の
転

換
を
目
指
す
「
エ
ネ
ル
ギ
ー

転
換
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ

（
Ｊ
Ｅ
Ｔ
Ｐ
ｓ
）」
か
ら
も
離

脱
し
た
。

　
（
３
）
化
石
燃
料
の
増
産

　

ト
ラ
ン
プ
大
統
領
は
「
国

家
エ
ネ
ル
ギ
ー
非
常
事
態
宣

言
」
の
も
と
、
石
油
、
天
然

ガ
ス
、
石
炭
と
い
っ
た
化
石

燃
料
の
開
発
を
奨
励
し
、

「
掘
っ
て
掘
っ
て
掘
り
ま
く

れ
」
と
す
る
政
策
を
推
進
し

て
い
る
。

　

こ
の
た
め
、
エ
ネ
ル
ギ
ー

生
産
に
関
す
る
規
制
を
撤
廃

し
、
化
石
燃
料
事
業
者
の
採

掘
・
販
売
・
輸
出
等
の
支
援

策
（
減
税
等
）
を
導
入
す
る
。

国
有
地
や
海
底
油
田
で
の
石

油
掘
削
の
許
認
可
を
増
や

し
、
液
化
天
然
ガ
ス
（
Ｌ
Ｎ

Ｇ
）
の
開
発
・
輸
出
計
画
を

再
開
す
る
と
し
て
い
る
。

　
（
４
）
環
境
規
制
の
緩
和

　

メ
タ
ン
排
出
量
に
対
す
る

課
税
や
罰
金
を
廃
止
す
る
動

き
が
あ
る
。
メ
タ
ン
の
排
出

量
が
多
い
の
は
、
石
油
、
天

然
ガ
ス
の
生
産
過
程
で
あ
る
。

そ
の
排
出
量
を
減
ら
す
た
め
、

バ
イ
デ
ン
政
権
下
で
は
24
年

12
月
に
Ｅ
Ｐ
Ａ
が
、
大
口
排

出
者
に
対
し
、
１
㌧
当
た
り

９
０
０
㌦
を
科
す
最
終
規
則

を
発
表
し
て
い
る
。
今
後
メ

タ
ン
へ
の
課
税
を
緩
め
る
と
、

石
油
・
ガ
ス
会
社
は
増
産
に

動
き
や
す
く
な
り
メ
タ
ン
排

出
増
加
が
懸
念
さ
れ
る
。

　

さ
ら
に
、
自
動
車
の
排
出

規
制
・
燃
費
基
準
を
緩
和
し
、

電
気
自
動
車
（
Ｅ
Ｖ
）
へ
の

シ
フ
ト
を
抑
制
す
る
可
能
性

が
あ
る
。
火
力
発
電
所
に
対

す
る
排
出
規
制
の
緩
和
、
原

油
・
天
然
ガ
ス
掘
削
規
制
緩

和
、
液
化
天
然
ガ
ス
輸
出
許

可
凍
結
の
解
除
、
関
連
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
の
承
認
迅
速
化
も

予
想
さ
れ
、
気
候
関
連
開
示

ル
ー
ル
の
見
直
し
、
Ｅ
Ｓ
Ｇ

投
資
を
禁
じ
る
法
規
制
の
導

入
の
可
能
性
も
あ
る
。

　
（
５
）
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル

ギ
ー
支
援
の
縮
小

　

ト
ラ
ン
プ
大
統
領
は
イ
ン

フ
レ
抑
制
法
（
Ｉ
Ｒ
Ａ
）
に

基
づ
く
気
候
変
動
対
策
の
補

助
金
や
融
資
の
支
出
を
凍
結

す
る
よ
う
指
示
し
た
。ま
た
、

Ｅ
Ｖ
購
入
へ
の
税
控
除
の
縮

小
、
Ｅ
Ｕ
充
電
ス
テ
ー
シ
ョ

ン
補
助
金
の
縮
小
、
風
力
発

電
等
の
再
エ
ネ
へ
の
補
助
金

も
縮
小
の
方
向
で
あ
る
。
風

力
発
電
向
け
の
公
有
地
貸
し

出
し
の
一
時
停
止
も
指
示
し

て
い
る
。
今
後
再
生
可
能
エ

ネ
ル
ギ
ー
へ
の
支
援
が
細
る

可
能
性
が
高
く
、
洋
上
風
力

開
発
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
停
止

す
る
可
能
性
が
あ
る
。

　
　
　
（
以
下
次
号
に
続
く
）

循
環
経
済
へ
体
制
強
化
、ポ
ス
ト
新
設・増
員
も

京

都

大

学

名

誉

教

授
、

地
球
環
境
戦
略
研
究
機
関
シ
ニ
ア
フ
ェ
ロ
ー 

松
下 

和
夫

90年以降最小90年以降最小
23
年
度
は
４
・２
％
減
の
約
10
億
１
７
０
０
万
㌧

 

環
境
省 「
ネ
ッ
ト
・
ゼ
ロ
へ
の
減
少
傾
向
継
続
」

下水道管の管理方法見直し
社会影響加味しメリハリを

国交省検討委、第２次提言骨子案了承

カ
デ
ミ
ー
に
所
属
す
る
１
９

０
０
人
あ
ま
り
の
科
学
者
が

３
月
31
日
、
ト
ラ
ン
プ
政
権

の
「
科
学
に
対
す
る
全
面
攻

撃
」
に
よ
り
米
国
が
危
機
に

さ
ら
さ
れ
て
い
る
と
し
て
、

米
国
市
民
に
Ｓ
Ｏ
Ｓ
を
発
す

る
公
開
書
簡
を
発
表
し
た
。

　
（
２
）
パ
リ
協
定
か
ら
の
再

離
脱
と
途
上
国
支
援
の
撤
回

　

ト
ラ
ン
プ
大
統
領
は
就
任

初
日
に
パ
リ
協
定
か
ら
の
再

離
脱
を
表
明
し
た
。
す
で
に

国
連
に
通
知
済
で
あ
り
、
26

年
１
月
27
日
に
離
脱
の
見
込

み
で
あ
る
。
ま
た
国
連
気
候

変
動
枠
組
条
約
へ
の
資
金
拠

出
も
全
て
停
止
し
た
。
こ
れ

は
、
気
候
変
動
対
策
に
お
け

る
国
際
協
調
へ
の
機
運
を
低

下
さ
せ
る
可
能
性
が
あ
る
。

　

さ
ら
に
、
途
上
国
向
け
資

金
支
援
を
撤
回
す
る
方
向
で

あ
る
。
具
体
的
に
は
、「
緑
の

気
候
基
金
（
Ｇ
Ｃ
Ｆ
）」
な
ど

の
途
上
国
へ
の
気
候
変
動
対

策
支
援
を
停
止
、
撤
回
す
る

こ
と
と
な
る
。
緑
の
気
候
基

金
の
１
０
０
億
㌦
の
う
ち
、

米
国
は
30
％
の
拠
出
を
誓
約

し
て
い
る
（
日
本
は
15
％
）。

こ
の
た
め
、
米
国
の
拠
出
停

止
は
途
上
国
支
援
へ
の
大
き

な
打
撃
と
な
る
。
さ
ら
に
新

た
に
設
立
さ
れ
た
「
損
失
と

損
害
に
対
応
す
る
た
め
の
基

金
」
の
理
事
の
ポ
ス
ト
も
返

上
し
た
（
バ
イ
デ
ン
政
権
で

は
こ
の
基
金
に
１
７
５
０
万

㌦
の
拠
出
を
行
っ
て
い
る
）。

　

米
国
は
ま
た
、
南
ア
フ
リ

カ
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、
ベ
ト

者
全
員
を
解
任
し
た
。今
後
、

米
国
の
気
候
関
連
情
報
の
収

集
・
公
開
が
止
ま
る
こ
と
も

危
惧
さ
れ
る
。

　

こ
れ
ま
で
国
際
公
共
財
と

も
い
え
る
気
候
変
動
に
関
す

る
信
頼
で
き
る
科
学
的
知
見

の
国
際
社
会
へ
の
最
大
の
貢

献
国
で
あ
っ
た
米
国
で
、
こ

う
し
た
こ
と
が
起
き
て
い
る

こ
と
が
人
類
社
会
に
与
え
る

悪
影
響
は
計
り
知
れ
な
い
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
を
受
け
、

ノ
ー
ベ
ル
賞
受
賞
者
を
含
む

全
米
科
学
・
工
学
・
医
学
ア

１
．
は
じ
め
に

　

ト
ラ
ン
プ
米
大
統
領
は
、

今
年
１
月
20
日
に
就
任
以

来
、
矢
継
ぎ
早
に
バ
イ
デ
ン

政
権
が
進
め
て
き
た
脱
炭
素

政
策
を
否
定
す
る
大
統
領
令

な
ど
を
発
出
し
て
き
た
。
パ

リ
協
定
か
ら
の
再
離
脱
や
化

石
燃
料
増
産
の
推
進
な
ど
、

そ
の
政
策
は
脱
炭
素
化
の
流

れ
に
逆
行
す
る
。
こ
の
よ
う

な
政
策
転
換
は
、
米
国
内
で

の
取
り
組
み
を
遅
ら
せ
る
ば

か
り
で
な
く
、
国
際
連
携
の

弱
体
化
や
途
上
国
支
援
の
縮

小
な
ど
、
世
界
的
な
影
響
を

及
ぼ
す
可
能
性
が
大
き
い
。

　

２
０
２
５
年
は
１
９
８
５

年
に
ド
イ
ツ
の
ベ
ル
リ
ン
で

開
催
さ
れ
た
国
連
気
候
変
動

枠
組
み
条
約
第
１
回
締
約
国

会
議（
Ｃ
Ｏ
Ｐ
１
）か
ら
30
年
、

京
都
議
定
書
の
発
効
か
ら
20

年
、
パ
リ
協
定
の
発
効
か
ら

10
年
が
経
つ
節
目
の
年
で
あ

る
。
そ
し
て
11
月
に
は
ブ
ラ

ジ
ル
で
第
30
回
締
約
国
会
議

（
Ｃ
Ｏ
Ｐ
30
）が
開
催
さ
れ
る
。

　

わ
が
国
を
含
む
各
国
政
府

は
ト
ラ
ン
プ
大
統
領
の
政
策

に
か
か
わ
ら
ず
、
世
界
的
な

脱
炭
素
の
流
れ
を
維
持
し
、

実
効
性
あ
る
政
策
を
国
内
で

実
施
す
る
と
と
も
に
、
米
国

の
撤
退
を
補
完
す
べ
く
国
際

的
連
携
枠
組
み
を
再
構
築
す

る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

　

本
稿
で
は
、
ト
ラ
ン
プ
政

権
の
環
境
政
策
の
内
容
、
そ

の
影
響
、
今
後
の
展
望
に
つ

い
て
考
察
す
る
。

２
．
ト
ラ
ン
プ
大
統
領
の

気
候
政
策
は
ど
の
よ
う
な

も
の
か

　

ト
ラ
ン
プ
政
権
の
主
要
な

気
候
政
策
の
方
向
と
し
て

は
、
以
下
の
も
の
が
あ
げ
ら

れ
る
。

　
（
１
）
気
候
科
学
の
否
定

　

ト
ラ
ン
プ
大
統
領
の
気
候

政
策
の
背
景
に
は
、
気
候
科

学
さ
ら
に
は
科
学
や
研
究
活

動
全
般
に
関
す
る
否
定
的
な

姿
勢
（
反
科
学
、
反
知
性
主

義
）
が
あ
る
。
大
統
領
就
任

以
来
す
で
に
環
境
保
護
庁

（
Ｅ
Ｐ
Ａ
）、海
洋
大
気
庁（
Ｎ

Ｏ
Ａ
Ａ
）、航
空
宇
宙
局
（
Ｎ

Ａ
Ｓ
Ａ
）
な
ど
の
職
員
と
予

算
を
大
幅
に
削
減
し
、
科
学

的
観
測
が
中
断
さ
れ
た
。
２

月
に
中
国
で
開
催
さ
れ
た
気

候
変
動
に
関
す
る
政
府
間
パ

ネ
ル
（
Ｉ
Ｐ
Ｃ
Ｃ
）
全
体
会

合
に
米
国
の
正
式
代
表
を
欠

席
さ
せ
、
米
国
地
球
変
動
研

究
プ
ロ
グ
ラ
ム
へ
の
資
金
提

供
の
停
止
な
ど
を
実
施
し

た
。
４
月
に
は
第
６
次
国
家

気
候
ア
セ
ス
メ
ン
ト
の
執
筆

国内の温室効果 
ガ ス 排 出 量

寄
稿 
◎ 

ト
ラ
ン
プ
政
権
の
気
候
変
動
否
定
政
策
の
も
た
ら
す
も
の（
そ
の
１
）


